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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第３四半期連結
累計期間

第47期
第３四半期連結

累計期間
第46期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 21,643,605 22,682,673 29,844,813

経常利益 （千円） 2,793,684 2,692,398 3,793,967

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,604,953 1,651,857 2,273,597

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,639,299 1,659,224 2,352,040

純資産額 （千円） 22,389,076 24,037,519 23,101,670

総資産額 （千円） 52,114,291 53,551,658 51,906,962

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 72.19 74.31 102.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.0 44.9 44.5

 

回次
第46期

第３四半期連結
会計期間

第47期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.82 26.67

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、政府による積極的な経済政策や金融政策などを背景として、

企業収益や雇用情勢の改善が進み、景気は緩やかな回復基調が続いております。一方で、中国及び新興国の経済の

下振れ懸念や原油価格の大幅な下落など、今後の経済情勢は注視すべき状況が続いております。

ユニットハウス業界におきましては、民間設備投資が堅調に推移したことで、需要が高い状態が継続している一

方で、建設労働者の不足が顕在化しており、先行きは楽観視できない状況となっております。

このような情勢のなか、当社グループは、生産及び物流拠点の設備拡充やレンタル資産整備体制の強化を進め、

需要増加に対応できる体制を整えております。また、展示販売場やトランクルーム等の販売ネットワーク拡充につ

いても、計画に沿って継続して取り組んでおります。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間のユニットハウス事業の売上高は22,463百万円（前年同期比4.9％

増）となりました。その他の事業につきましては、当第３四半期連結累計期間売上高は218百万円（前年同期比

8.2％減）となりました。

上記の結果、当第３四半期連結累計期間売上高は22,682百万円（前年同期比4.8％増）となりました。

利益面におきましては、設備投資の増加に伴い、営業利益2,654百万円（前年同期比6.7％減）、経常利益2,692

百万円（前年同期比3.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益1,651百万円（前年同期比2.9％増）となりま

した。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社では、法令及び社会規範の順守を前提として、①効率的な資産運用及び利益重視の経営による業績の

向上ならびに積極的な利益還元、②経営の透明性確保、③顧客をはじめあらゆるステークホルダーから信頼される

経営体制の構築を推進し、中長期的かつ総合的に企業価値・株主価値の向上を目指しており、この方針を支持する

ものが「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」であることが望ましいと考えています。

また、上記の方針に照らして不適切な者が当社支配権の獲得を表明した場合には、当該表明者や東京証券取引所

その他の第三者（独立社外者）とも協議のうえ、上記の方針に沿い、株主の共同の利益を損なわず、役員の地位の

維持を目的とするものでないという、３項目の要件を充足する必要かつ妥当な措置を講じるものとします。

 

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、153百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(4）主要な設備

新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第３四半期連結累計期間において著しい変更はありませ

ん。

 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に対し1,644百万円増加し53,551百万円とな

りました。変動の大きかった主なものは、現金及び預金の増加1,047百万円、たな卸資産の増加632百万円、レンタ

ル資産の増加197百万円などであります。

　負債の合計額は、前連結会計年度末に対し708百万円増加し29,514百万円となりました。変動の大きかった主な

ものは、短期及び長期借入金の純増加額954百万円、仕入債務の増加710百万円、未払法人税等の減少749百万円な

どであります。

純資産の合計額は、前連結会計年度末に対し935百万円増加し24,037百万円となりました。自己資本比率は

44.9％となっており、健全な財務状況を保っております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,356,800 23,356,800

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 23,356,800 23,356,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成27年10月１日～

　平成27年12月31日
－ 23,356 － 1,545,450 － 2,698,150

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,126,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,189,000 22,189 －

単元未満株式 普通株式 　　41,800 － －

発行済株式総数 23,356,800 － －

総株主の議決権 － 22,189 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三協フロンテア株式会社 千葉県柏市新十余二５ 1,126,000 － 1,126,000 4.82

計 － 1,126,000 － 1,126,000 4.82

　（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式の数は、1,126,000株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

三協フロンテア株式会社(E04890)

四半期報告書

 7/16



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,575,930 3,623,847

受取手形 1,052,737 ※３ 1,271,184

営業未収入金 3,971,081 3,828,900

売掛金 1,563,723 1,061,162

販売用不動産 17,964 17,964

商品及び製品 1,149,607 1,572,123

仕掛品 274,632 375,899

原材料及び貯蔵品 694,371 803,054

繰延税金資産 218,953 100,016

その他 245,874 326,995

貸倒引当金 △14,053 △22,062

流動資産合計 11,750,823 12,959,085

固定資産   

有形固定資産   

レンタル資産（純額） 21,767,713 21,965,209

建物（純額） 3,629,912 3,574,874

土地 9,471,264 9,481,842

建設仮勘定 192,596 272,163

その他（純額） 3,823,261 3,901,233

有形固定資産合計 38,884,748 39,195,323

無形固定資産 223,252 257,573

投資その他の資産 ※１ 1,048,138 ※１ 1,139,675

固定資産合計 40,156,139 40,592,572

資産合計 51,906,962 53,551,658

負債の部   

流動負債   

支払手形 151,526 ※３ 246,993

買掛金 3,935,088 4,388,120

短期借入金 4,115,496 6,555,539

未払費用 2,942,168 3,103,395

未払法人税等 957,065 207,937

賞与引当金 373,692 196,243

役員賞与引当金 24,750 －

その他 2,440,131 ※３ 2,488,315

流動負債合計 14,939,919 17,186,544

固定負債   

長期借入金 10,875,844 9,390,171

役員退職慰労引当金 197,291 205,429

環境対策引当金 10,747 10,747

退職給付に係る負債 792,738 826,796

資産除去債務 353,599 402,261

その他 1,635,151 1,492,189

固定負債合計 13,865,372 12,327,594

負債合計 28,805,292 29,514,138
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,545,450 1,545,450

資本剰余金 2,776,663 2,776,663

利益剰余金 19,017,519 19,946,890

自己株式 △309,487 △310,375

株主資本合計 23,030,146 23,958,628

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 15,191 16,631

為替換算調整勘定 121,462 107,870

退職給付に係る調整累計額 △65,129 △45,610

その他の包括利益累計額合計 71,524 78,891

純資産合計 23,101,670 24,037,519

負債純資産合計 51,906,962 53,551,658
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 21,643,605 22,682,673

売上原価 12,990,990 13,772,304

売上総利益 8,652,615 8,910,368

販売費及び一般管理費 5,807,408 6,255,850

営業利益 2,845,207 2,654,518

営業外収益   

スクラップ売却収入 31,990 17,052

受取保険金 8,135 69,849

企業立地奨励金 6,216 26,099

その他 27,268 30,687

営業外収益合計 73,610 143,688

営業外費用   

支払利息 91,030 86,534

支払手数料 17,581 5,582

その他 16,521 13,691

営業外費用合計 125,133 105,809

経常利益 2,793,684 2,692,398

特別利益   

固定資産売却益 － 2,049

特別利益合計 － 2,049

特別損失   

固定資産売除却損 45,346 17,981

特別損失合計 45,346 17,981

税金等調整前四半期純利益 2,748,338 2,676,466

法人税、住民税及び事業税 1,098,472 956,121

法人税等調整額 44,912 68,487

法人税等合計 1,143,384 1,024,608

四半期純利益 1,604,953 1,651,857

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,604,953 1,651,857
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 1,604,953 1,651,857

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 6,368 1,440

為替換算調整勘定 10,775 △13,591

退職給付に係る調整額 17,202 19,518

その他の包括利益合計 34,346 7,367

四半期包括利益 1,639,299 1,659,224

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,639,299 1,659,224
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

投資その他の資産 3,900千円 3,900千円

 

　２．手形債権流動化に伴う買戻し義務

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

買戻し義務 703,595千円 641,748千円

 

※３．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －千円 113千円

支払手形 － 43,955

流動負債（その他） － 6,173

 

 ４．特定融資枠契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引先金融機関（銀行６行）とリボルビング・クレジッ

ト・ファシリティ（貸出コミットメント）契約を締結しております。

　この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

貸出コミットメントの総額 5,000,000千円 5,000,000千円

借入実行残高 900,000 4,200,000

差引額 4,100,000 800,000
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 3,757,075千円 4,239,470千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月14日

取締役会
普通株式 333,477 15.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

平成26年11月４日

取締役会
普通株式 333,466 15.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月13日

取締役会
普通株式 333,462 15.00 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金

平成27年11月11日

取締役会
普通株式 389,024 17.50 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自平成26年４月１日　至平成26年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自平

成27年４月１日　至平成27年12月31日)

当社グループはユニットハウス事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、重要性

が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 72円19銭 74円31銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
1,604,953 1,651,857

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
1,604,953 1,651,857

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,231 22,230

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　平成27年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・389,024千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・17円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成27年12月７日

　（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

三協フロンテア株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山岸　聡　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　祐暢　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三協フロンテア

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日か

ら平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三協フロンテア株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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